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第１章 はじめに 
１．１ 問題意識 
就労人口の減少に伴い、日本は、「日本人の男性で、フルタイム勤務かつ転勤や残業の要
請に対応可能な」人材層中心という雇用モデル（佐藤, 2017）では就労人口を確保すること
が困難になりつつある。企業が就労者、さらには優秀な人材を確保し、持続的な成長を続け
るためには、多様な人材が活躍できる土壌を作っていくことが必須である。 
しかし、終身雇用制や年功制に象徴される伝統的な人事管理は今も生きており（今野, 
2012）、男性が多数を占める時代に形成された雇用管理の運用の在り方が、多様な人材の活
躍を妨げている。日本では、特に、女性の活躍推進（佐藤, 2017）、高齢者の継続就業（今
野, 2014）、介護を抱える世代（男性も含む）の就労継続（佐藤・矢島, 2014）がクローズ
アップされており、これらの人材に活躍してもらうためには、企業の人事管理の１つである
転勤施策に変更を加える必要がある。なぜなら、人材の多様化はそれぞれのライフスタイル
や価値観が違い、企業の転勤命令に対応することが難しくなる社員が増加していることを
意味しているからである。2015年に実施された厚生労働省の「平成 27年版働く女性の実情」
の調査によれば、女性の就業率（25～44歳）は、1985年の 56.5％から 2015年には 71.6％
まで上昇し、さらに内閣府（2015）によれば、共働き世帯が、1997 年に男性世帯主と専業主
婦の世帯数を上回り、現在もなお上昇傾向にある。この現状は、女性の社会進出が当たり前
となっていることを表しているが、今までのように男性世帯主である夫と専業主婦の妻が
夫婦（家族）で転勤できる状況ではなくなっていることが想像できる。このような状況から、
武石（2017）は転勤施策について、女性や高齢者、介護を抱える社員など人材の多様化が進
むと、個人のニーズと企業のニーズとの調整がより必要になると指摘している。 
多様な社員の活躍という研究は、ダイバーシティ研究（例えば，Horwitz & Horwitz, 2007; 
Joshi & Roh, 2009）の１つと捉えることができるが、こうした時代背景にも関わらず転勤
そのものにフォーカスした研究はまだ少なく、佐藤・武石らを中心に行われた 2016年の研
究ではじめて転勤施策の現状や実態を調査した状況にある（佐藤・武石編, 2016）。また、
厚生労働省は、2017 年にこれらの調査結果と転勤に関する雇用管理のポイントを公表して
おり、今年度を目途に企業側に転勤に関する一定のガイドラインの設定を提示すべく研究
会を発足させている。 
こうしたいまだ明らかになっていない個人のライフスタイルやキャリア観に即した転勤
施策を検討するために、本研究では、新たに「転勤許容度」という概念をモデルに取り入れ
る。転勤許容度とは、本人の転勤に対する受容度を示す概念で、転勤の頻度、転勤の場所、
転勤先とのの時間を掛け合わせた指数である。企業が提供する転勤施策と本人が知覚して
いる転勤許容度との関係性を解明することで、キャリア形成の不安を払拭するための転勤
施策を見出すことができれば、企業はこれからの時代にあった人事施策を展開できる可能
性が高い。よって本研究では、第１に、個人のライフスタイルやキャリア観別に見た転勤許
容度とその規定要因を明らかにし（RQ1）、第２に、転勤施策がキャリア不安に与える影響を
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転勤許容度が調整するというモデルを置くことで、個々人のキャリア形成に好影響を与え
る人事施策を見出すこと（RQ2）を目的とし、以下のような枠組みで研究を進める（図１）。 
 
図 1 本研究の枠組み 
 
 
１．２ 論文の構成 
前述した研究目的のもと、第２章において先行研究を検討し、仮説を設定する。先行研究
ではまず転勤制度における 2 つの目的、①日本の伝統型人事管理を支える需要調整と②人
材育成について説明する。次に転勤は、個人のプライベートと大きく関連することからワー
ク・ライフ・バランスの側面から言及する。併せて転勤はライフイベントにも影響を及ぼす
ことが想定されるため、個々のキャリア形成についても言及する。第３章では、質問票調査
について、質問項目や測定尺度、分析の方法を説明する。 
第４章では、転勤許容度の尺度開発として、まず転勤許容度を明らかにする。転勤許容度
を従属変数として重回帰分析を行い、その規定要因を明らかにする。第５章では、転勤内容
とキャリア形成の関係調査として、キャリア不安などに影響を与える人事施策などの関係
を探る。さらに、転勤許容度がキャリア形成に与える影響を調整するというモデルを検証す
べく、交互作用項を確認する。第６章では、データの分析を通じて得られた結果について考
察を加え、最後に第７章で、本研究の理論的意義や実践的示唆、限界と今後の課題をまとめ
る。 
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第２章 先行研究の検討と仮説の設定 
転勤制度は「異動管理」に組み込まれて実施されており（武石, 2017）、その主な目的と
して日本の伝統型人事管理を支える需要調整と人材育成が挙げられる。また転勤に関連し
キャリアに及ぼす影響のある人事制度とワーク・ライフ・バランスについても触れておく。
最後に異動とキャリア形成との関連性を確認する。 
 
２．１ 日本の伝統型人事管理を支える需要調整 
第二次世界大戦後、経営の発展には労使関係の安定が不可欠であると考え、雇用の保障と
しての終身雇用制度を整備した。そして日本企業の経営の特徴（例えば、日本企業の株主は、
金融機関、親会社、グループ会社取引先などが多いこと）として安定的経営を求められてい
たため、長期的な視野にたった終身雇用制度が展開されてきた（今野・佐藤, 2009）。この
人事管理は雇用の安定を約束しており、市場環境の変化に雇用量を弾力的に調整すること
が難しいため、これを補う施策として、会社が配置を柔軟に決める人事施策を組み込んでき
た（今野, 2012）。新規学卒採用から、企業は解雇することなく定年まで雇用し、これに対
して、企業側は（業績の悪化を除き）従業員に退職を求めず（八代, 2011）、従業員の終身
雇用を保障する代わりに、会社側の都合で従業員の異動・配置を柔軟に決めることができる。
このことから、従業員は転居を伴う異動(転勤)も受け入れているのが現状である。 
 
２．２ 人材育成 
異動管理のもう一つの目的の人材育成について、知的熟練論で示されている通り、小池
（2005）は、「現在の経済で最も要請される技能は、非定常な仕事をこなし、変化と多様性、
不測な環境変化に対応する能力である」とし、そのために幅広い能力が重要と提言している。
この幅広い能力を積むためには、職務をどれだけ数多く経験したか否かが重要で、数年おき
に担当や勤務地などの変更、いわゆる異動を通じて蓄積する（小池, 2005）。また、職場内
異動を行うことをローテーションと言い、職能間の異動はそれほど多くない（今野・佐藤, 
2009）ものの、職場の管理職の権限で運用することができるためローテーションを通じ人材
育成につなげることも可能である。日本企業における転勤は、幅広い能力を身につけるため
に時として勤務地変更を伴う形で異動管理の一環として行われている。したがって、本研究
が注目する勤務地変更、いわゆる転勤は異動管理の一現象として位置付けることができる。 
ただし、上記で述べた異動管理は、日本特有の性質を有している。異動と人材育成の関連
性を国際的にみると、日本・アメリカ・ドイツの国際比較調査（日本労働研究機構, 1998）
では、現在の仕事を効果的に実施する上で有効な教育訓練や経験として、「職能内のいろい
ろな仕事を経験すること」と「特定の仕事を長く経験すること」が 3 ヶ国で共通しており、
さらに日本では他の職能分野の仕事の経験が重視されている。このことから日本において、
部門をまたぐ異動が人材育成の機能として期待されていることが窺える。 
一方、山本（2014）の大手重機メーカーA社の事例研究では、入社後の工場実習や慣例と
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して 3-5 年目に行われる異動がスキルの幅を広げるのに役立つとしつつも、それは限定的
であり、職能専門性を持ちながら職場で活かすことがスキルの幅を広げることができるこ
とを示している。これは、複数職能型がスキルの幅を広げることにはつながらないことを示
しており、単純に「異動＝人材育成」として直接つながらない可能性も示唆している。 
また、異動が、幅広い仕事経験ができる機会となりキャリア形成に寄与していたとしても、
転勤である必要性については疑問が残る。武石（2016）は、自身の転勤経験の評価と転勤が
能力開発に及ぼす影響について調査を行っており、「転勤経験のほうが能力開発面でプラス
になった」38.5％に対し、「転勤経験と他の異動では能力開発面でのプラスの程度に違いは
ない」35.0％という結果を提示している。これは、個人の主観によるものではあるが、転勤
と異動において得られる能力に大差がないことを示している。 
 
２．３ 変化する人事制度とワーク・ライフ・バランス 
前述のとおり、いわゆる日本的経営を中心に企業主導で異動管理が行われてきたが、日本
的経営の限界が明らかになりはじめた 1990年代以降、人事制度やワーク・ライフ・バラン
スのとらえ方が企業側、働く人々の双方で変化してきている。まず企業の人事制度面におい
て今野（2017）は、人事管理の変革の方向性として総合職が制約社員化することや一般職が
基幹業務に進出するなどの事象を挙げ、このことが従来の企業の人材活用力の劣化につな
がるため、無制約社員であるか制約社員であるかと総合職であることとの関係を切り離し、
新たな社員区分制度をとる必要があると指摘している。このことは、終身雇用を継続するた
めの企業都合による人事管理ではなく、転勤を前提としない
．．．
個人の生活ニーズに即した人
事管理の在り方へシフトチェンジしていると言えるだろう。 
また転勤は、例えば夫婦共働きの場合、転勤の発令によりいずれかが会社を辞めるか、単
身赴任を行うといった生活環境の大きな変化を伴うためワーク・ライフ・バランスとも関係
してくる。ワーク・ライフ・バランス施策と言えば、一般的に仕事と育児・介護の両立支援
策を中心に捉えられていることが多いが、渡辺（2010）によれば「ワーク・ライフ・バラン
スとは、企業組織の側が，個人の側の職業生活・家庭生活・社会生活・自分生活における欲
求充足・自己実現を追及して生活意欲・協働意欲を刺激・確保し、そのことを通じて企業組
織の目標達成への個人貢献を獲得する人材マネジメント」であり、両立の理由は育児・介護
のみならず社会貢献活動や自分の趣味・余暇などさまざまで、多様な生活ニーズを持った社
員が企業で活躍できることを指す。異動管理においても、ワーク・ライフ・バランスの観点
から見ても、両立支援にとどまらない個人のニーズを反映した人事施策の展開がこれから
の時代に求められている。とくに企業には「選抜と育成の論理」（八代, 2011）が併存して
おり、企業側としては従業員のために個人のニーズに寄り添った人事施策を実施したい一
方で、優秀層や特定の従業員には企業が意図を持って時として転勤を伴う異動を強いる場
面も生じうる。こうした矛盾する側面に対応するために従業員の転勤許容度がいかなるも
のかを把握することは実務的にも意味のあることと言える。 
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２．４ キャリア形成 
会社による異動の発令は、特に転居を伴う転勤がある場合、従業員の生活に大きな変化を
与えることになり、キャリア形成にも影響してくる。これまでの研究においては、転勤の有
無は総合職と一般職というように区別することと同時に、配置・教育・昇進・賃金などに影
響を与えている（今野, 2017）が、このような人事制度上の側面だけではなく、働く人の心
理的態度に注目する必要がある。 
Schein（1978）は、人は仕事だけでは生きられず、ライフサイクルにおいて、仕事と家族
と自己自身が個人の内部で強く影響することを指摘している。ライフサイクルには、年齢別
のライフサイクルと、独身、離婚、死別、子の有無、親の扶養の有無といった家族関係のサ
イクルがあり、これらすべてにおいて段階と課題が存在している（Schein, 1978）。よって、
会社都合による一方的な転勤命令が発令された場合、ライフサイクル上の置かれた環境に
よって、自身のキャリアに不安を抱くことが容易に想定される。例えば、介護であれば、男
性は 55 歳から 64 歳、女性は 50 歳から 59 歳何らかの課題がある割合が高く、また団塊ジ
ュニア世代は兄弟が少ない、単身者も多いなど介護負荷が高い（佐藤・矢島, 2014）ため、
これらに該当する社員のキャリア形成にも影響がでてくるだろう。こうした研究は、埋め込
み（embeddeness）として行われており、Lee,et al.(2004)は、仕事上の埋め込みだけでな
く、地域のコミュニティや関わり合いなどの仕事外の埋め込みも、職務成果に影響を与える
ことを指摘しており、転勤が対象者の職務成果に心理的に影響を与えることが予想される。 
そしてライフサイクルと連動する影響以外にも、個人のキャリア観の変化が挙げられる。
力を発揮してきた社員がこれまでは、「成功」とされてきた管理職への登用を拒否すること
や（加藤・鈴木, 2007）、若者の働く目的として、経済的豊かさよりも楽しく生活すること
を重視すること（厚生労働省 「平成 25年版厚生労働白書」）など過去と比べてキャリア観
が変化してきている。 
またキャリア形成において、金井（2010）は、キャリア・トランジション・サイクルのモ
デルを提唱した Nicholson の講演を通じ、「キャリアの成功は主観的側面から強調されがち
だが、主観面・客観面どちらか一方でなく両方必要である」と紹介しており、キャリア形成
を測定する軸として、主観的キャリア・客観的キャリア両面から検討することの重要性を説
いている。さらに、異動とキャリア形成に関連して、平野・内田・鈴木（2008）は非連続な
異動を通じ知識結合を起こし、新しい価値を創造することを指摘している。このことは、異
動や転勤を通じた職務の変化がキャリア形成に影響することを示しているが、キャリア形
成の程度は、本人の抱く転勤許容度によって変化することが予想される。なぜなら本人の転
勤の頻度や距離などについて許容度によって当該の異動を連続的と捉える可能性があるか
らである。 
個人のキャリア形成にあたっては、所属する組織からの支援も影響があると考えられる。
多くの研究者が，「知覚された組織的支援（Perceived Organizational Support：以下 POS）」
として、従業員と会社との関係性を論じている。POSとは統一的な定義の概念として「従業
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員の貢献を組織がどの程度評価しているのか、従業員の well-beingに対して組織がどの程
度配慮しているのかに関して、従業員が抱く全般的な信念」（佐藤, 2014）捉えられており、
その中で、佐藤（2014）は、「組織の行為や対応の背後に肯定的な評価や好意的な配慮を見
いだすことによって働く人々の POSが高まると理解することができると」し、「組織からの
支援を感じると、従業員は組織への恩返しとして、組織の目的達成のために貢献しようとさ
らなる努力をするようになるのである」と論じている。このことは、企業から従業員への配
慮は両者の良好な関係構築に寄与することを示しており、企業が高いコミットメントを持
った優秀な人材を雇用し続けるために、鍵となる概念と言えるだろう。本研究では、従業員
が支援を感じる施策として自己申告制度をはじめとする転勤施策に注目をする。なぜなら
会社主導の転勤について、自らの主張ができる機会がある（場合によっては転勤が免除され
る制度がある）と，従業員にとって組織が個別対応をしてくれると捉え、当該組織を好意的
に捉える可能性があるからである。 
 
２．５ リサーチクエスチョンと仮説の設定 
RQ1 個人のどのようなライフスタイルやキャリア観が、転勤許容度に影響を与えるのか。 
ライフスタイルの変化が転勤許容度に影響を及ぼすことが想定される。特にライフイベン
トのなかで、出産・育児・介護といった家族のケアは生活の変化が大きくなることが想定さ
れる。出産・育児では、厚生労働省(2017)「人口動態調査」によると、2015年時点で第一子
出生時の平均年齢は父親で 32.7 歳、母親で 30.7 歳であることから、育児がスタートする
30代は転勤許容度が下がることが想定される。また介護においては、総務省の「平成 24年
就業構造基本調査」によると、有業者で介護をしている人のうち、39％が 50代と他の世代
に比べ最も多い。このことから次の通り仮説①を導出する。 
 
仮説① 転勤許容度は年齢別にプロットすると U字型を描く 
 
また、厚生労働省（2013）「平成 25年版厚生労働白書」で公表されている通り、新入社員
の働く目的は「楽しい生活のため」であり、最近の若者の意識は、経済的な側面よりも、自
分自身が「楽しく」生活できるかどうかという点を重視している。この結果について過去か
らの推移をみると、仕事に対する考え方が変化していることがわかるため、次の通り仮説②
を導出する。 
 
仮説② 入社時の転勤意向は、年代によって差があり、年代が上がるほど転勤意向が高
くなる（プロットすると右肩上がりになる。） 
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RQ2 企業のどのような転勤施策がキャリア形成に影響を与えるのか。 
 先行研究において、従業員が組織の行為や対応の背後に肯定的な評価や好意的な配慮を
見いだすことによって働く人々の POS が高まることが明らかになっていることから、企業
が従業員に提供するどの転勤施策が、キャリアへの不安を低減させるかを検討するため、ま
た、個々人がもつ転勤許容度がキャリア形成にどう影響をおよぼすかを検討するため、仮説
③から⑥を導出する。 
 
仮説③ 個人の意向を反映する制度がキャリア不安を低減させる 
仮説④ 転勤場所を制限することはキャリア不安を低減させる 
仮説⑤ 期間を明示することはキャリア不安を低減させる 
仮説⑥-1 個人の意向を反映する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調整
する 
仮説⑥-2 転勤場所を制限する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調整す
る 
仮説⑥-3 期間を明示する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調整する 
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第３章 調査内容 
３．１ 方法と対象 
 仮説を検証するため、Web 調査を通じデータを収集した。調査対象は①年齢が 25 歳～65
歳の正社員②学歴が大学卒業以上③全国転勤型の従業員④従業員規模が 301 名以上の企業
に現時点で 3年以上勤務している者とした。なお業種は、全業種を対象にした。筆者のネッ
トワーク及び「ジャストシステム」のモニターを通じ収集し、前者は、2017年 10月 5日～
2017 年 10 月 21 日の間 Google フォームを通じ収集し、後者は、2017 年 10 月 23 日～2017
年 10月 28日の間ジャストシステム社のアンケートシステムを通じ収集した。 
 筆者のネットワーク 215名、ジャストシステムのモニター226名、合計 441名から回答を
得られたが、学歴、転勤区分、従業員規模などが上述の対象から外れること、また 60歳以
上の回答は 2名であったことから合計 15名を調査から除外し、最終的には 426名を有効回
答として分析対象者とした。 
質問票の設問は、自分自身及び企業に関する質問 20項目、自身の過去の転勤に関する質
問 7項目、勤務する企業の人事制度に関する質問 12項目、自身が考える適切な転勤状況に
関する質問 5 項目、ライフステージ別の転勤意向に関する質問 3 項目、今後の転勤の意向
に関する質問 2項目、将来展望の価値観や考え方に関する質問 5項目合計 54項目を用いた。 
回答者の基本属性のうち、性別、年代、役職の内訳は以下の通りである（表１）。回答者
426 名のうち、性別は男性 289名（67.8％）、女性 137名（32.2％）であり、30代が最も多
い（40.8％）。最終学歴は、4年制の大学が最も多く 350名（82.2％）、次いで大学院が 66名
（15.5％）であった。 
 役職は部長以上 38 名（8.9％）、課長 137名（32.2％）、係長主任 183名（43.0％）、役職
なし 68名（16.0％）であった。 
 
表 1 性別・年齢層・職位の内訳 
 
年齢層
男性 女性 合計 部長以上 課長 係長主任 役職なし 合計
34 23 57 2 11 18 26 57
8.0% 5.4% 13.4% 0.5% 2.6% 4.2% 6.1% 13.4%
106 68 174 8 23 115 28 174
24.9% 16.0% 40.8% 1.9% 5.4% 27.0% 6.6% 40.8%
109 37 146 12 80 41 13 146
25.6% 8.7% 34.3% 2.8% 18.8% 9.6% 3.1% 34.3%
40 9 49 16 23 9 1 49
9.4% 2.1% 11.5% 3.8% 5.4% 2.1% 0.2% 11.5%
289 137 426 38 137 183 68 426
67.8% 32.2% 100.0% 8.9% 32.2% 43.0% 16.0% 100.0%
30代
40代
50代
性別 役職
合計
20代
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企業規模、業種の内訳は以下の通りである。企業規模は、5,001 名以上の企業に勤務して
いる者が最も多く 279 名（65.5％）、次いで 1,001名以上 5,000 名以下が 97名（22.8％）で
ある。また業種は損害保険業が最も多く 118名（27.7％）、次いで製造業 86名（20.2％）で
ある。事業所の所在については、国内・海外ともに拠点ありが 351名（82.4％）となってい
る。職種については、営業販売が最も多く 129名（30.3％）、次いで管理（企画など）が 123
名（28.9％）、技術・専門、80名（18.8％）となっている。なお、転職経験の有無を見ると、
転職経験なしが 286名（67.1％）、転職は 1回が 69名（16.2％）、転職は 2回が 44名（10.3％）、
転職は 3回以上が 27 名（6.3％）である。 
 
表 2 業種と従業員数の内訳 
 
 
 
 
業種
建設 6 1.4% 9 2.1% 9 2.1% 24 5.6%
製造 12 2.8% 33 7.7% 41 9.6% 86 20.2%
情報通信業 8 1.9% 4 0.9% 19 4.5% 31 7.3%
運輸 0 0.0% 1 0.2% 13 3.1% 14 3.3%
卸売 6 1.4% 5 1.2% 4 0.9% 15 3.5%
小売 2 0.5% 1 0.2% 6 1.4% 9 2.1%
銀行 1 0.2% 4 0.9% 29 6.8% 34 8.0%
損保 0 0.0% 0 0.0% 118 27.7% 118 27.7%
生保 0 0.0% 8 1.9% 10 2.3% 18 4.2%
証券 0 0.0% 3 0.7% 0 0.0% 3 0.7%
その他金融 1 0.2% 3 0.7% 2 0.5% 6 1.4%
不動産 1 0.2% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%
飲食店宿泊業 0 0.0% 2 0.5% 1 0.2% 3 0.7%
医療福祉 2 0.5% 6 1.4% 3 0.7% 11 2.6%
ビル管理警備 0 0.0% 1 0.2% 0 0.0% 1 0.2%
その他サービス 5 1.2% 11 2.6% 9 2.1% 25 5.9%
非営利 2 0.5% 2 0.5% 0 0.0% 4 0.9%
その他 4 0.9% 4 0.9% 15 3.5% 23 5.4%
合計 50 11.7% 97 22.8% 279 65.5% 426 100.0%
従業員数
301名以上
1,000名以下
1,001名以上
5,000名以下
5,001名以上 合計
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プライベートの状況のうち、配偶者の状況、子供ありなしは以下の通りである。配偶者あ
りで配偶者が無職（主婦・主夫が想定される）が最も多く 138名（32.4％）、次いで配偶者
が正社員が 124名（29.1％）である。また配偶者なしは 122名(28.6％)である。子供の人数
は、子供なしが最も多く 167 名（39.2％）で、次いで子供が 2 名が 125 名（29.3％）であ
る。また自身及び配偶者の両親との同居は、自身の両親と同居しているが 76名（17.8％）、
配偶者がいる者のうち配偶者の両親と同居しているが 53名（17.4％）である。 
介護の状況については、介護を必要とする家族がいないが 339名（79.6％）で残り 87名
が家族のうちだれかしらの介護が必要な状況にある。持ち家の状況については、持ち家あり
が 244名（57.3％）、持ち家なしが 182名（42.7％）である。以上のことから本研究の典型
的な回答者は、30 代の大卒男性で既婚且つ持ち家を有し，新卒入社で大企業の損害保険業
もしくは製造業に入社した営業販売，企画職であると予想される。 
 
表 3 配偶者の状況 
 
 
表 4 子供の有無と人数 
 
   
 
  
年齢層 配偶者なし 合計
無職 正社員 経営者 その他
27 8 20 0 2 57
6.3% 1.9% 4.7% 0.0% 0.5% 13.4%
51 55 60 0 8 174
12.0% 12.9% 14.1% 0.0% 1.9% 40.8%
34 54 34 2 22 146
8.0% 12.7% 8.0% 0.5% 5.2% 34.3%
10 21 10 0 8 49
2.3% 4.9% 2.3% 0.0% 1.9% 11.5%
122 138 124 2 40 426
28.6% 32.4% 29.1% 0.5% 9.4% 100.0%
合計
20代
30代
40代
50代
配偶者あり
年齢層 子供なし 合計
1名 2名 3名 4名以上
33 16 7 1 0 57
7.7% 3.8% 1.6% 0.2% 0.0% 13.4%
76 35 47 12 4 174
17.8% 8.2% 11.0% 2.8% 0.9% 40.8%
48 30 53 14 1 146
11.3% 7.0% 12.4% 3.3% 0.2% 34.3%
10 13 18 7 1 49
2.3% 3.1% 4.2% 1.6% 0.2% 11.5%
167 94 125 34 6 426
39.2% 22.1% 29.3% 8.0% 1.4% 100.0%
20代
30代
40代
50代
合計
子供あり
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３．２ 測定尺度 
（１）転勤許容度（従属変数） 
個々人が持つ転勤許容度を抽出するため、転勤がライフスタイルに影響を及ぼす頻度・場
所・時間（距離）の 3項目について測定した。頻度は、「1年未満に 1度」を 1点、「1年以
上～3年未満に 1度」を 2点、「3年以上～5年未満に 1度」を 3点、「5年以上～7年未満に
1度」を 4点、「7年以上～9年未満に 1度」を 5点、「9年以上に一度」を 6点し、得点を反
転させている。したがって、点数が高い方が、高頻度の転勤を許容していることを示す。 
場所は、「転勤する場所はどこでもよい」が 1点、「希望する地域（関東圏、関西圏など）
であればよい」が 2点、「希望する場所（東京、大阪など）であればよい」が 3点、「どこに
も行きたくない」が 4点、「その他」が 5点とし、その他を除外したうえで、得点を反転さ
せている。厳密な順序尺度ではないが、本研究では、点数が大きくなるほど異動範囲が大き
くなることから順序尺度と見做して使用する。 
時間は、現在居住している場所からかかる物理的時間の許容度として「0分～60分」が 1
点、「61分～120 分」が 2点、「121分～180分」が 3点、「181分～240分」が 4点、「241分
以上」が 5点とした。これらを測定したうえで、1項目ずつの「頻度」、「場所」、「時間」、2
項目ずつを掛け合わせた「頻度×場所」、「頻度×時間」、「場所×時間」、3 項目を掛け合わ
せた「頻度×場所×時間」合計 7パターンを従属変数として設定した。これらの程度が高け
れば高いほど、転勤許容度が高いことを意味し、転勤に抵抗感がないことを示す。反対に点
数が低いほど、転勤許容度が低いことから転勤したくない状態を示す。 
 
表 5 転勤許容度の尺度 
 
 
（２）キャリア観（従属変数） 
 キャリアに関する個々人の価値観や不安度合いなどを測定するために、キャリア焦燥感
喚起状況尺度（尾野・湯川, 2008）、キャリア志向尺度（平野, 1994）を参考に職業生活設
計に関する項目 1 項目、キャリア観に関する項目 8 項目、将来のキャリアアップに関する
項目 1 項目合計 10 項目を作成した。職業生活設計は、4 段階の回答及び「その他」、「わか
尺度 点数
頻度（6点） 6点満点
場所（4点） 4点満点
時間（5点） 5点満点
頻度（6点）×場所（4点） 24点満点
頻度（6点）×時間（5点） 30点満点
場所（4点）×時間（5点） 20点満点
頻度（6点）×場所（4点）×時間（5点） 120点満点
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らない」という回答、キャリア観は、5段階の回答、キャリアアップは、4段階の回答を確
認した。まず、これら 10 項目の記述統計を確認したところ、1 項目において床効果が確認
された。床効果が確認された職業生活設計に関する項目は以下の分析では、使用しない。 
 
表 6 キャリア観に関する観測変数の記述統計 
  
 
次に、床効果が確認された 1項目を除いた 9項目について、因子分析を実施した。因子分
析は、最尤法、プロマックス回転を行いその結果、3 因子に分類された。第 1 因子は、「待
遇や条件が言われていることと実際違うのではないかと感じる」、「会社の社風や経営スタ
イルが自分に合わないのではないかと感じる」「（キャリアにおいて）何を基準に選択すべき
かが自分でもわかっていないのではないかと感じる」「今までの自分の経験が活かせないの
ではないかと感じる」といった不安に関する項目が 5項目並んだことから、「キャリア不安」
と命名した。（平均値＝2.908、標準偏差＝0.861、クロンバックのα＝0.841）。第 2因子は、
「現在の会社に愛着を感じている」「この会社でできるだけ長く働きたいと思う」、「キャリ
アにおける価値観として将来ジェネラルマネージャーとして昇進していきたい」といった
会社との関係に関する項目が 3項目並んだことから「会社との関係」と命名した（平均値＝
3.588、標準偏差＝0.945、クロンバックのα＝0.805）。第 3因子は、「将来、どのポジショ
ンまでキャリアアップしたいか」という 1項目であったため、「キャリアアップ」と命名し
た（平均値＝2.183、標準偏差＝0.945）。 
N 平均値 標準偏差 最大値 最小値 天井効果 床効果
職業生活設計 405 1.684 0.696 4 1 2.379 0.989
現在の会社への愛着 426 3.533 1.078 5 1 4.610 2.456
現在の会社で長く働きたい 426 3.671 1.082 5 1 4.753 2.590
ジェネラリスト 426 3.559 1.179 5 1 4.737 2.381
待遇や条件が違う 426 3.045 1.091 5 1 4.135 1.955
会社の社風や経営スタイルが合わない 426 2.836 1.079 5 1 3.913 1.758
何を基準に選択すべきかわからない 426 2.836 1.081 5 1 3.915 1.756
自分の経験が活かせない 426 2.793 1.106 5 1 3.898 1.689
自分のキャリアに不安を感じる 426 3.031 1.146 5 1 4.176 1.885
キャリアアップ 426 2.183 1.031 1 4 3.213 1.153
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表 7 キャリア観の因子分析結果 
 
 
（３）知覚している人事制度（独立変数） 
転勤に関する人事制度と転勤許容度の関連を明らかにするため、佐藤・武石（2017）で用
いられている制度を参考に、転勤に関する制度 5項目「本人の申し出により転勤を回避でき
る制度」「転勤の希望に関する自己申告の制度」「社内公募制度や社内 FA制度等、社員自ら
手を挙げて異動を希望する制度」「転勤する範囲を一定のエリア内に限定する制度」「一定年
齢以上になると転勤を免除する制度」を独立変数として設定した。これらについて「制度あ
り（＝1）」「制度なし（＝0）」として制度ごとにダミー化した。また、転勤発令時の説明内
容や転勤期間の上限「期間の上限が示される（＝1）」や目安「期間の目安が示される（＝1）」、
内示までの期間、転勤の決定権（本人の意向＝1⇔会社の意向＝5）など転勤に関する企業の
運用実態についても独立変数として設定した。 
 
 
キャリア不安 会社との関係 キャリアアップ
今までの自分の経験が活かせないのではないかと感じる。 .795 -.257 -.201
会社の社風や経営スタイルが自分に合わないのではないかと感じる。 .782 -.408 -.201
待遇や条件が言われていることと実際とで違うのではないかと感じる。 .682 -.240 -.008
（キャリアにおいて）何を基準に選択すべきかが自分でもわかっていないの
ではないかと感じる。
.679 -.069 -.206
今現在、自分のキャリア（具体的な職務経歴だけでなく、人生において働く
ということや、将来の仕事生活のイメージを含む）について不安を感じる。
.675 -.109 -.205
現在の会社に愛着を感じている。 -.303 .890 .430
この会社でできるだけ長く働きたいと思う。 -.190 .854 .332
キャリアにおける価値観として将来ジェネラルマネージャーとして昇進して
いきたい。
-.167 .572 .817
将来、どのポジションまでキャリアアップしたいですか？ .184 -.185 -.602
平均値 2.908 3.588 2.183
標準偏差 .861 .945 .945
クロンバックのα .841 .805 －
因子相関行列
1 2 3
1 - -.286 -.212
2 - .435
3 -
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（４）回答者の基本属性 
基本属性は、性別、年齢、業種、従業員数（企業規模）、役職、職種に加え、プライベー
トの状況として配偶者の状況、子供の人数、両親の状況、介護の状況、持ち家の情報、また
キャリアについて過去の異動・転勤・転職について測定した。 
性別については、「性別ダミー」として男性（＝1）女性（＝2）、業種については、サンプ
ルのうち全体の 42.0％を占める金融業（銀行、損害保険、生命保険、証券、その他金融業）
と 20.2％を占める製造業をそれぞれ「金融ダミー（＝1）」、「製造ダミー（＝1）」「それ以外
（＝0）」、従業員数については、「従業員数ダミー」として 301名以上 1,000名以下（＝1）、
1,001名以上 5,000名以下（＝2）、5,001名以上（＝3）を設定した。次に、役職について、
「役職ダミー」として役職なし（＝1）、係長・主任クラス（＝2）、課長クラス（＝3）、部長
クラス以上（＝4）、過去に転勤経験がある人に「転勤ダミー（転勤経験あり＝1、転勤経験
なし＝0）」、過去に転職経験がある人に「転職ダミー(転職経験あり＝1、転職経験なし＝0)」
として設定した。職種では、サンプルのうち全体の 30.3％を占める営業・販売を「営業・販
売ダミー（＝1）」、全体の 28.9％を占める管理（企画）を「管理（企画）ダミー（＝1）」、全
体の 18.8％を占める専門・技術を「専門・技術ダミー（＝1）」として設定しそれ以外を＝0
とした。プライベートの情報として、「配偶者ダミー」として配偶者あり（＝1）、配偶者な
し（＝0）、「子供ダミー」として子供あり（＝1）、子供なし（＝0）、「介護ダミー」として介
護を必要とする家族がいる（＝1）、介護を必要とする家族がいない（＝0）、「持ち家ダミー」
としての状況は持ち家あり（＝1）、持ち家なし（＝0）としてそれぞれダミー化した。 
 
３．３ 分析の手法 
調査結果の統計処理は、SPSS ver.24 を使用し、収集した回答を基に、平均値の比較、相
関分析、重回帰分析を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
17 
 
第４章 転勤に関する実態調査 
４．１．異動回数 
 最初に転勤と関連の深い異動回数を見る。平均値は 3.764、標準偏差は 3.061、中央値は
3、最小値は 0、最大値は 20であり、以下の表のとおりとなった。 
男女で比較すると、男性の方が異動回数の平均値が高い。業種で比較すると、サンプルが
少数ゆえに注意が必要であるが、飲食店宿泊業の平均値が 10.000と高く、次いで生保 5.278、
情報通信業 4.258 回である。また従業員数に比例して異動回数が多くなっている。 
 
表 8 異動回数の記述統計 
 
N 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値
<全体>
合計 424 3.764 3.061 3.000 0 20
<性別>
男性 287 4.052 3.123 4.000 0 20
女性 137 3.161 2.842 3.000 0 15
合計 424 3.764 3.061 3.000 0 20
<業種別>
建設 24 2.958 2.528 2.500 0 9
製造 86 3.605 3.516 3.000 0 20
情報通信業 31 4.258 3.958 3.000 0 15
運輸 14 3.357 2.373 3.000 0 8
卸売 15 3.467 3.543 2.000 0 11
小売 9 3.778 4.466 2.000 0 15
銀行 34 3.882 2.962 3.000 0 10
損保 116 4.000 2.034 4.000 1 11
生保 18 5.278 3.064 4.000 0 13
証券 3 2.333 1.155 3.000 1 3
その他金融 6 3.667 2.160 3.500 1 7
不動産 1 3.000 3.000 3 3
飲食店宿泊業 3 10.000 8.888 7.000 3 20
医療福祉 11 3.455 3.110 2.000 0 10
ビル管理警備 1 2.000 2.000 2 2
その他サービス 25 3.680 3.485 3.000 0 13
非営利 4 3.250 2.062 3.000 1 6
その他 23 2.261 2.320 2.000 0 8
合計 424 3.764 3.061 3.000 0 20
<従業員数別>
301名-1,000名 50 2.340 2.568 2.000 0 11
1,001名－5,000名 97 3.546 3.162 3.000 0 20
5,001名以上 277 4.097 3.035 4.000 0 20
合計 424 3.764 3.061 3.000 0 20
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次に異動回数が 2 回以上の者に対し転勤回数を調査し、転勤回数の実態について確認し
た（平均値＝2.906、標準偏差＝1.685、中央値＝2、最小値＝1、最大値＝11）（図表 9）。 
男女で比較すると、男性の方が平均値が高い。業種で見ると、卸売が 3.889 で平均値が一番
高く、次いでその他サービスが 3.333、損保が 3.207 である。また従業員規模別を見ると、
5,001名以上の企業の平均値が 3.105 と一番高い。 
 
 
表 9 転勤回数の記述統計 
 
 
 
 
N 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値
<全体>
合計 245 2.906 1.685 2.000 1 11
<性別>
男性 180 3.106 1.802 3.000 1 11
女性 65 2.354 1.152 2.000 1 6
合計 245 2.906 1.685 2.000 1 11
<業種別>
建設 16 3.125 1.147 3.000 1 5
製造 44 2.773 1.461 2.000 1 7
情報通信業 12 2.417 1.240 2.000 1 6
運輸 7 2.429 0.976 2.000 1 4
卸売 9 3.889 3.586 2.000 1 11
小売 3 2.667 2.082 2.000 1 5
銀行 19 2.211 1.619 2.000 1 7
損保 87 3.207 1.593 3.000 1 7
生保 13 3.154 1.951 3.000 1 7
その他金融 4 2.000 1.414 1.500 1 4
不動産 1 2.000 2.000 2 2
医療福祉 4 2.000 0.000 2.000 2 2
ビル管理警備 1 2.000 2.000 2 2
その他サービス 12 3.333 2.570 2.500 1 10
非営利 2 2.500 0.707 2.500 2 3
その他 11 2.182 0.874 2.000 1 4
合計 245 2.906 1.685 2.000 1 11
<従業員数別>
301名-1,000名 23 2.783 2.215 2.000 1 11
1,001名－5,000名 50 2.280 1.341 2.000 1 7
5,001名以上 172 3.105 1.658 3.000 1 10
合計 245 2.906 1.685 2.000 1 11
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４．２ 変数間の相関 
 変数間の相関を確認した。従属変数として設定している 7種類の転勤許容度、またキャリ
ア形成に影響を及ぼす 3因子（キャリア不安、会社との関係、キャリアアップ）との相関を
確認する。 
年齢、業種、役職、職種など個人の職業に関するバックグラウンドが各種従属変数と相関
が高いことが見て取れる。本件の詳細については、第 4章、第 5章において重回帰分析を通
じ関係を明らかにする。また転勤許容度とキャリアアップの関係において、強い正の相関が
ある。キャリアアップしたい役職が高いほど、転勤許容度が高くなる傾向にあると考えられ
る。またキャリア不安とキャリアアップは、強い負の相関がみられる。若林（2006）は、キ
ャリア発達への動機づけにおいて、心理的成功経験すなわち自己有能感（self-efficacy)を
体験することで、自己への信頼が高まり、仕事への取り組みもより真剣なものとなるとし、
さらにはこのような心理的変化は、本人に仕事のうえでより高い目標を設定せしめるが、逆
の場合はキャリア発達への強い動機付けは生まれないと述べている。因果関係は検討する
必要があるが、キャリア発達の過程においてキャリアに対する不安が少ない場合にキャリ
アアップに対する意欲が高まることが言えるだろう。 
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表 10 変数の平均値、標準偏差、相関係数 
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表 11 変数の平均値、標準偏差、相関係数（続き）
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４．３ 転勤許容度の尺度開発 
 本節では、転勤許容度の尺度開発を行う。転勤がライフスタイルに影響を及ぼす頻度・場
所・時間（距離）の 3項目からなる尺度について、年代別に差があるのかを検討した。3項
目を掛け合わせた「頻度×場所×時間」、2 項目ずつを掛け合わせた「頻度×場所」、「頻度
×時間」、「場所×時間」、1項目ずつの「頻度」、「場所」、「時間」合計 7パターンについて、
年代別に一元配置分散分析を行った。分析の結果、「頻度」のみが 10％水準で有意であった。
ただし、多重比較で各年代間の差を確認したが、有意差はみられなかった。 
それぞれの年代間の平均値に有意差はないものの、年代によって転勤許容度に差がある
ことは確認できた。頻度×場所×時間の平均値では、20 代が 25.6、30 代が 25.2、40 代が
最も高く 28.4、50代が 22.4 と最も低い（図２）。したがって、仮説①（転勤許容度は年齢
別にプロットすると U字型を描く）は支持されなかった。 
 
表 12 転勤許容度の分散分析 
 
 
 
 
 
尺度 平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
グループ間 9.689 3 3.230 2.284 0.078
グループ内 596.698 422 1.414
合計 606.387 425
グループ間 2.195 3 0.732 0.726 0.537
グループ内 419.469 416 1.008
合計 421.664 419
グループ間 6.082 3 2.027 1.204 0.308
グループ内 710.578 422 1.684
合計 716.660 425
グループ間 149.142 3 49.714 1.799 0.147
グループ内 11497.855 416 27.639
合計 11646.998 419
グループ間 52.495 3 17.498 0.515 0.672
グループ内 14347.251 422 33.998
合計 14399.746 425
グループ間 78.059 3 26.020 0.970 0.407
グループ内 11154.456 416 26.814
合計 11232.514 419
グループ間 1600.576 3 533.525 1.068 0.362
グループ内 207768.136 416 499.443
合計 209368.712 419
場所
時間
頻度×場所×時間
頻度×場所
頻度×時間
場所×時間
頻度
23 
 
また 1項目ずつの「頻度」、「場所」、「時間」、2項目ずつの「頻度×場所」、「頻度×時間」、
「場所×時間」について、以下の通りとなった。１項目ずつを年代別にプロットした図３で
は、頻度と場所の許容度は、年齢が増えると低下する傾向にあり、時間の許容度は 40代以
降に増加する。 
 
図 2 転勤許容度(3 項目の積)の年代別平均値 
 
表 13  1 項目ずつの転勤許容度 
 
図 3 1 項目ずつの転勤許容度 
 
20
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転
勤
許
容
度
平
均
値
年代
頻度 場所 時間
20代 3.667 2.911 2.281
30代 3.511 2.778 2.345
40代 3.336 2.736 2.582
50代 3.143 2.633 2.490
2
2.5
3
3.5
4
20代（N=56 ) 30代（N=171 )40代（N=144 ) 50代（N=49）
転
勤
許
容
度
の
平
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頻度 場所 時間
24 
 
2項目ずつを年代別にプロットした図 4では、頻度×場所の許容度は、年齢が増えると
低下する傾向にあり、頻度×時間、場所×時間の許容度は 40代で一旦増加し、また 50代
で低下する。 
 また入社時に持っている転勤に関する意向を年代別に確認した（図 5）。20代の平均値
は 2.31、30代の平均値は 2.30、40代の平均値は 2.38、50代の平均値は 2.39 であり、各
年代の入社時に持っていた転勤の意向の平均は年代間で差はほとんど生じなかった。 
 
表 14 2 項目ずつの転勤許容度 
 
図 4 2 項目ずつの転勤許容度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 転勤意向の平均値 
 
頻度×場所 頻度×時間 場所×時間
20代 10.946 8.474 6.714
30代 10.123 8.489 6.813
40代 9.743 9.027 7.708
50代 8.653 7.918 6.878
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これらの許容度が示す規定要因を特定するため、「頻度」「場所」「時間」「頻度×場所」「頻
度×時間」「場所×時間」「頻度×場所×時間」の 7つのモデルを従属変数とし重回帰分析を
行った。 
「頻度」（Model1）では、年齢（p＜.01）において有意に負の影響が確認され、金融（p
＜.05）・役職（p＜.01）・介護（p＜.1）・異動回数（p＜.05）において有意に正の影響が確
認された。「場所」（Model2）では、年齢（p＜.01）・専門技術職（p＜.05）において有意に
負の影響が確認され、役職（p＜.01）・転勤の経験（p＜.05）において有意に正の影響が確
認された。「時間」（Model3）では、配偶者の有無（p＜.05）において有意に負の影響が確認
され、異動回数（p＜.05）において有意に正の影響が確認された。 
2つの許容度を掛け合わせた転勤許容度を従属変数としたモデルについて、「頻度×場所」
（Model4）では、年齢（p＜.01）・専門技術職（p＜.1）おいて有意に負の影響が確認され、
役職（p＜.01）・異動回数（p＜.1）・転勤の経験（p＜.1）において有意に正の影響が確認さ
れた。また、「頻度×時間」（Model5）においては、年齢（p＜.05）・配偶者の有無（p＜.05）
において有意に負の影響が確認され、役職（p＜.05）・介護（p＜.1）・異動回数（p＜.01）
において有意に正の影響が確認された。最後に、「場所×時間」（Model6）では、製造ダミー
（p＜.05）・配偶者の有無（p＜.1）、において有意に負の影響が確認され、役職（p＜.05）、
異動回数（p＜.1）において有意に正の影響が確認された。 
3 つの許容度の全てを掛け合わせた Model7「頻度×場所×時間」においては、年齢（p
＜.05）・製造ダミー（p＜.1）・配偶者の有無（p＜.05）が有意に負の影響が確認され、役職
（p＜.01）異動回数（p＜.05）が有意に正の影響が確認された。 
多くのモデルで年齢（負）と役職ダミー（正）が有意であったことから、ライフサイクル
的には年齢があがると、結婚や育児等で転勤許容度が下がっていくが、同時に企業は役職昇
進と異動を繰り返させることで、ライフサイクルから生じる転勤許容度の負のインパクト
以上に許容度を高め、企業の都合に合わせて転勤を実施できるような仕掛けを日本的経営
の中に織り込んでいたといえるかもしれない。 
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表 15 転勤許容度 
 
 
４．４ ライフスタイル別、キャリア観別にみた転勤許容度 
 転勤許容度の規定要因として全体的に年齢、役職、配偶者の有無、異動回数などにおいて
有意な傾向がみられたが、ライフスタイルやキャリア観など個々人が持つ特徴により転勤
許容度に差があるのか確認しておく。 
 
（１）ライフスタイル別の転勤許容度 
 配偶者の状況、子供の人数、介護の状況別に、転勤許容度の要素がすべて含まった「頻度
×場所×時間」ついて、一元配置分散分析を行った。表 15で有意な結果が見られた配偶者
について状況別に確認したところ、平均値は、「配偶者なし」が 26.949、「配偶者が無職」が
28.442、「配偶者が正社員」が 22.836、「配偶者（その他）」が 25.500 で有意な差は認めら
れなかった。ただし、グラフからは、配偶者の状況に応じて転勤許容度が異なることが読み
取れる。「配偶者（その他）」はパートタイム社員などが想定され、配偶者の雇用形態が正社
員に近づくほど（＝制約が大きいほど）転勤許容度が下がる傾向にある。 
 
 
従属変数（y） 頻度 場所 時間 頻度×場所 頻度×時間 場所×時間
頻度×場所
×時間
model1 model2 model3 model4 model5 model6 model7
β β β β β β β
性別ダミー（男性＝1、女性＝2） 0.063 -0.019 -0.014 0.024 0.01 -0.011 0.006
年齢 -0.307** -0.24** -0.025 -0.307** -0.15* -0.081 -0.148*
金融ダミー
（銀行、損保、生保、証券、その他金融業＝１）
0.14* -0.046 0.01 0.044 0.089 -0.027 0.032
製造ダミー（製造業＝1） -0.014 -0.082 -0.078 -0.066 -0.055 -0.125* -0.099†
役職ダミー（役職なし＝1、係長主任クラス＝2、
課長クラス＝3、部長クラス以上＝4）
0.219** 0.25** 0.085 0.274** 0.147* 0.151* 0.174**
配偶者ダミー（配偶者あり＝1） -0.02 -0.053 -0.168* -0.065 -0.157* -0.131† -0.143*
子供ダミー（子供あり＝1） -0.009 0.102 0.077 0.069 0.062 0.108 0.101
介護ダミー(介護をしている家族がいる＝1） 0.137** -0.06 0.039 0.045 0.092† -0.014 0.032
持ち家ダミー（持ち家あり＝1） 0.023 0.083 0.058 0.064 0.044 0.08 0.075
異動回数 0.151* 0.058 0.137* 0.111† 0.174** 0.115† 0.152*
転勤ダミー（転勤経験あり＝1） 0.05 0.106* 0.045 0.09† 0.059 0.067 0.063
転職ダミー（転職経験あり＝1） 0.019 0.001 -0.029 0.032 -0.006 -0.013 0.012
専門・技術ダミー（専門・技術職＝1） -0.064 -0.119* 0.005 -0.108† -0.049 -0.049 -0.079
管理（企画）ダミー（管理（企画）職＝1） 0.029 0.016 0.024 0.035 0.019 0.048 0.036
営業・販売ダミー（営業・販売職＝1） 0.038 0.021 0.035 0.025 0.008 0.022 -0.003
R2乗 0.153 0.116 0.058 0.156 0.097 0.080 0.101
調整済みR2乗 0.122 0.083 0.023 0.125 0.063 0.045 0.067
F値 4.905** 3.524** 1.678* 4.955** 2.91** 2.321** 3.000**
†p＜.1, *p＜.05, **p＜.01
統制・独立変数（x）
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表 16 配偶者の状況別分散分析 
 
 
 
図 6 配偶者の状況別転勤許容度（頻度×場所×時間） 
 
 
 
次に子供の人数別に確認した。子供の人数別の平均値は、「子供なし」が 25.331、「子供 1
人」が 24.840、「子供 2人」が 26.374、「子供 3人」が 33.412、「子供 4人以上」が 14.500
となり有意な差は認められなかった。 
 
表 17 子供の人数別分散分析 
 
 
 
 
 
 
 
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
頻度×場所×時間 グループ間 2672.259 4 668.065 1.341 0.254
グループ内 206696.452 415 498.064
合計 209368.712 419
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
配偶者なし（N=118） 無職（N=138） 正社員（N=122） その他（N=40）
転
勤
許
容
度
の
平
均
値
配偶者の状況・職業
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
頻度×場所×時間 グループ間 2877.463 4 719.366 1.446 0.218
グループ内 206491.249 415 497.569
合計 209368.712 419
28 
 
図 7 子供の有無・人数別転勤許容度（頻度×場所×時間）
 
表 18 配偶者の有無とその職業 
 
 
図 8 配偶者の有無とその職業 
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N 32 46 34 8 4
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配偶者の職業と子供の人数においては、子供の数が多いほど配偶者が無職（主婦）である
傾向がみられる（表 18）。最後に介護の状況別に確認した。「介護を必要とする家族がいる」
の平均値が 27.546、「介護を必要とする家族がいない」の平均値が 25.635 で、介護してい
る場合に転勤許容度が上がる結果となった。 
 
（２）キャリア観別の転勤許容度 
 キャリア観と転勤許容度の関係をみるために、各許容度と「将来ジェネラルマネージャー
として昇進していきたい」について、相関を確認した。その結果、「頻度」「場所」「頻度×
場所」「頻度×時間」「場所×時間」「頻度×場所×時間」において正に有意な相関がみられ
た。両社の関係を考えるとこれは本人がジェネラリストと知覚している場合、転勤許容度が
高まるということの現れかもしれない。 
 
表 19 転勤許容度とキャリア観の相関 
 
 
４．５ 企業における転勤制度の実態 
転勤に関する制度の導入状況について確認した。「転勤の希望に関する自己申告の制度」
は 75.8％（323 名）、「社内公募制度や社内 FA制度等、社員自ら手を挙げて異動を希望する
制度」は 66.0％（281 名）、「転勤する範囲を一定のエリア内に限定する制度」は 48.6％（207
名）、「本人の申し出により転勤を回避できる制度」は 28.4％（121名）、「一定年齢以上にな
ると転勤を免除する制度」9.6％（41名）であった。また平均するとこれら 5個の施策の導
入状況の平均値は業界全体で 2.284施策であった。 
さらにこれらの制度の導入状況について、業種別で確認したところ、以下の表（表 20）
のとおりとなった。全体として転勤の希望に関する自己申告の制度は導入状況 75.8％でよ
く整備されており、次いで社内公募制度や社内 FA制度等社員自ら手を挙げて異動を希望す
る制度の導入状況は 66.0％となっている。 
 
 
 
N 平均値 標準偏差 1 2 3 4 5 6 7 8
1 頻度 426 3.430 1.194 1
2 場所 420 2.764 1.003 .378** 1
3 時間 426 2.434 1.299 .166** .319** 1
4 頻度×場所 420 9.931 5.272 .772** .834** .286** 1
5 頻度×時間 426 8.606 5.821 .582** .401** .854** .594** 1
6 場所×時間 420 7.114 5.178 .264** .668** .875** .573** .813** 1
7 頻度×場所×時間 420 26.026 22.354 .526** .640** .771** .746** .917** .912** 1
8
キャリア観
【ジェネラリスト】
426 3.559 1.179 .158** .194** 0.069 .191** .113* .118* .124* 1
 **p＜.05, **p＜.01
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図 9 転勤に関する制度の導入状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 20 転勤に関する制度の業種別導入状況 
 
 
個別業界ごとに見ると、運輸業界は、一定年齢以上になると転勤を免除する制度の導入割
合が 35.7％で他の業種に比べ比較的高く、小売業界では本人の申し出により転勤を回避で
きる制度の導入割合が 77.8％で他の業種に比べて比較的高い。また損保業界では、転勤す
る範囲を一定のエリア内に限定する制度の導入割合が 83.1％で他の業界に比べて比較的高
く、転勤の希望に関する自己申告の制度や社内公募制度や社内 FA制度等社員自ら手を挙げ
て異動を希望する制度の導入率も 90％を超えるなど制度が整備されている状況が窺える。
施策導入の平均値は、証券（平均値＝3.000）に次いで損保（平均値＝2.983）が高い。 
業種 N
本人の申し出に
より転勤を回避
できる制度
転勤の希望に
関する自己申告
の制度
社内公募制度や
社内FA制度等
社員自ら手を
挙げて異動を
希望する制度
転勤する範囲を
一定のエリア内
に限定する制度
一定年齢以上に
なると転勤を
免除する制度
建設 24 20.8% 66.7% 45.8% 58.3% 25.0%
製造 86 27.9% 72.1% 48.8% 22.1% 3.5%
情報通信業 31 25.8% 58.1% 61.3% 25.8% 6.5%
運輸 14 42.9% 57.1% 35.7% 50.0% 35.7%
卸売 15 33.3% 53.3% 53.3% 20.0% 20.0%
小売 9 77.8% 66.7% 33.3% 55.6% 11.1%
銀行 34 26.5% 79.4% 67.6% 52.9% 0.0%
損保 118 20.3% 93.2% 93.2% 83.1% 8.5%
生保 18 22.2% 88.9% 88.9% 50.0% 5.6%
証券 3 33.3% 100.0% 100.0% 66.7% 0.0%
その他金融 6 50.0% 66.7% 16.7% 66.7% 0.0%
不動産 1 100.0% 100.0% 100.0% 0.0% 0.0%
飲食店宿泊業 3 0.0% 33.3% 66.7% 0.0% 0.0%
医療福祉 11 45.5% 63.6% 54.5% 9.1% 0.0%
ビル管理警備 1 100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0%
その他サービス 25 32.0% 56.0% 52.0% 32.0% 16.0%
非営利 4 50.0% 100.0% 25.0% 25.0% 0.0%
その他 23 34.8% 73.9% 73.9% 43.5% 26.1%
全体 426 28.4% 75.8% 66.0% 48.6% 9.6%
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転勤発令時における会社からの転勤期間の提示について、「期間の上限が示されている」
が全体の 22.1％（94 名）、「転勤期間の目安が示されている」が全体の 29.6％（126 名）、
「期間の上限や目安などは示されていない」全体の 57.5％（245名）であった。 
また転勤の決定権を 5点尺度で確認したところ、以下の図 10のとおりとなった。全体で
は 64.8％が会社の意向に沿った形で転勤を実施している。また企業規模が大きくなるほど、
会社の意向の度合いが高い。また、会社の意向による転勤が管理職への昇格への要件か確認
したところ（図 11）、全体では、「管理職昇格の要件である」が 16.4％、「要件として明示さ
れていないが実質的に求められる」が 32.9％、「要件ではない」が 29.7％であった。約半数
の企業で明示的にせよ、暗黙的にせよ転勤が管理職の要件になっている可能性がある。 
会社の内示から転勤までの期間は、「1 週間未満」が 7.7％、「1 週間以上 2 週間未満」が
20.4％、「2 週間以上 3 週間未満」が 16.2％、「3 週間以上 1 か月未満」が 42.0％、「1 か月
以上前」13.6％であった。 
また転勤期間の目安として、目安がある企業はその期間、目安がない企業は自身が知覚し
ているおおよその期間を確認した。「1年以内」3.1％、「1年超 2年以内」8.2％、「2年超 3
年以内」21.8％、「3年超 4年以内」38.3％、「4年超 5年以内」17.1％、「5年超」11.5％で
あった。 
 
図 10 転勤の決定権 
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図 11 管理職への転勤要件としての転勤 
 
 
図 12 転勤時の説明内容（複数回答） 
 
 
 転勤発令時に上司から転勤場所以外で伝えられる内容を確認した。伝えられている内容
として、「仕事内容」が 64.8％（276 名）、「転勤時の引継ぎ」が 54.0％（230名）であった。
一方、そのほかの項目においては、「社宅・手当・転勤休暇など転勤に関する支援」が 46.0％
（196 名）、「転勤意図」・「転勤時期」が 40.4％（172 名）、「本人の意向や事情の確認」が
27.7％（118名）、「赴任期間」が 25.1％（107名）、「転勤後のキャリア」が 14.3％（61名）
であり、伝えられている割合が 5割以下であった。 
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第５章 転勤内容とキャリア形成の関係  
５．１ 転勤内容がキャリア不安に与える影響と調整効果 
仮説③個人の意向を反映する制度がキャリア不安を低減させる、仮説④転勤場所を制限
することはキャリア不安を低減させる、仮説⑤期間を明示することはキャリア不安を低減
させるを検証するために、転勤内容がキャリア不安に与える影響について確認した
（model8）。「キャリア不安」因子を従属変数とし、所属する企業にある転勤に関する制度や
知覚している転勤発令時の転勤期間の提示などを独立変数として重回帰分析を行った。 
重回帰分析の結果、性別（p＜.05）・専門・技術（p＜.1）・転勤期間の上限（p＜.1）一定
年齢以上になると転勤を免除する制度（p＜.01）・転勤の決定権（p＜.05）に有意な正の影
響が確認された。また、役職（p＜.05）・転勤の希望に関する自己申告の制度（p＜.1）・社
内公募制度や社内 FA 制度等社員自ら手を挙げて異動を希望する制度」（p＜.1）・転勤許容度
（p＜.05）において有意な負の影響が確認された。 
次に上記で得られた結果に、仮説⑥-1 個人の意向を反映する制度のキャリア不安に対
する影響を転勤許容度が調整する、仮説⑥-2 転勤場所を制限する制度のキャリア不安に
対する影響を転勤許容度が調整する、仮説⑥-3 期間を明示する制度のキャリア不安に対
する影響を転勤許容度が調整するを検証するために、関連する各種制度と転勤許容度との
転勤許容度との交互作用項を独立変数として加えて重回帰分析を行った。なお、交互作用項
を投入するために平均値の修正手続き（mean centering）を実施している。 
個人の意向を反映する制度として、model9 で「転勤に関する自己申告の制度」と転勤許
容度の交互作用項を、model10 で転勤場所を制限する制度として、「転勤する範囲を一定の
エリア内に限定する制度」と転勤許容度の交互作用項を、model11に期間を明示することと
して、「転勤期間の上限提示」と転勤許容度の交互作用項を、 model12「転勤期間の目安提
示」と転勤許容度の交互作用項を投入している。この結果、転勤期間の「上限が示される」
と転勤許容度の交互作用項が有意な結果となった（p＜.1）。 
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表 21 転勤内容とキャリア不安の関係 
 
model8 model9 model10 model11 model12
従属変数（y) キャリア不安 キャリア不安 キャリア不安 キャリア不安 キャリア不安
仮説 仮説③④⑤ 仮説⑥-1 仮説⑥-2 仮説⑥-3 仮説⑥-3
(交互作用項）
自己申告×
転勤許容度
地域制限×
転勤許容度
上限提示×ｘ
転勤許容度
目安提示×
転勤許容度
β β β β β
性別ダミー（男性=1、女性=2） 0.116* 0.112* 0.117* 0.119* 0.118*
年齢 -0.011 -0.009 -0.011 -0.005 -0.004
従業員数ダミー（1,000名以下＝1、
1,001名以上5,000名以下=2、5,001名以上=3）
-0.021 -0.017 -0.022 -0.018 -0.02
金融ダミー
（銀行、損保、生保、証券、その他金融業＝１）
-0.037 -0.034 -0.038 -0.037 -0.03
製造ダミー（製造業＝1） -0.047 -0.045 -0.046 -0.044 -0.041
役職ダミー（役職なし＝1、係長主任クラス＝2、
課長クラス＝3、部長クラス以上＝4）
-0.128* -0.127* -0.13* -0.135* -0.128*
異動回数 0.078 0.074 0.08 0.081 0.08
転勤ダミー（転勤経験あり＝1） 0.014 0.015 0.013 0.009 0.006
転職ダミー（転職経験あり＝1） 0.053 0.05 0.054 0.056 0.052
専門・技術ダミー（専門・技術職＝1） 0.11† 0.112† 0.111† 0.11† 0.112†
管理（企画）ダミー（管理（企画）職＝1） -0.014 -0.015 -0.014 -0.013 -0.01
営業・販売ダミー（営業・販売職＝1） 0.098 0.099 0.097 0.098 0.105
転勤期間の上限（示されている＝1） 0.111† 0.107† 0.111† 0 0.116*
転勤期間の目安（示されている＝1） 0.002 0.006 0.001 0.005 -0.076
【制度】転勤を回避できる（制度あり＝1） 0.043 0.039 0.044 0.043 0.04
【制度】希望の自己申告（制度あり＝1） -0.098† -0.095† -0.097† -0.103* -0.095†
【制度】社内公募・FA（制度あり＝1） -0.094† -0.095† -0.095† -0.094† -0.09†
【制度】転勤範囲の制限（制度あり＝1） -0.049 -0.05 -0.023 -0.043 -0.049
【制度】一定年齢以上で免除（制度あり＝1） 0.144* 0.143* 0.144* 0.136* 0.142*
転勤の決定権 0.122* 0.117* 0.125* 0.126* 0.124*
内示期間 -0.03 -0.027 -0.029 -0.023 -0.025
転勤期間目安 -0.057 -0.064 -0.056 -0.058 -0.065
頻度×場所×時間 -0.102* -0.094† -0.101* -0.094† -0.109*
交互作用項 - 0.046 -0.033 0.142† 0.104
R2乗 0.146 0.148 0.147 0.153 0.151
調整済みR2乗 0.096 0.096 0.095 0.101 0.099
F値 2.936 2.849 2.815 2.948 2.902
†p＜.1, *p＜.05, **p＜.01
統制・独立変数（x）
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５．２ 転勤内容が会社との関係に与える影響 
転勤内容が会社との関係に与える影響について確認した。「キャリアアップ」因子を従属
変数とし、所属する企業にある転勤に関する制度や、転勤発令時の説明事項などを独立変数
として重回帰分析を行った。その結果、金融（p＜.05）・製造（p＜.05）・役職（p＜.01）本
人の申し出により転勤を回避できる制度（p＜.05）・社内公募制度や社内 FA制度等社員自ら
手を挙げて異動を希望する制度（p＜.1）転勤する範囲を一定のエリア内に限定する制度（p
＜.05）に有意な正の影響が確認された。また、転職経験（p＜.1）・転勤の上限が示される
（p＜.05）において有意な負の影響が確認された。 
 
５．３ 転勤内容がキャリアアップに与える影響 
転勤内容がキャリアアップに与える影響について確認した。「キャリアアップ」因子を従
属変数とし、所属する企業にある転勤に関する制度や、転勤発令時の説明事項などを独立変
数として重回帰分析を行った。その結果、性別（p＜.01）・年齢（p＜.01）に有意な負の影
響が確認された。また、役職（p＜.01）、転勤経験（p＜.1）、管理（企画）（p＜.05）におい
て有意な正の影響が確認された。 
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表 22 転勤内容と会社との関係、転勤内容とキャリアアップ
 
model13 model14
従属変数（y) 会社との関係 キャリアアップ
β β
性別ダミー（男性=1、女性=2） 0.014 -0.179**
年齢 0.018 -0.201**
従業員数ダミー（1,000名以下＝1、
1,001名以上5,000名以下=2、5,001名以上=3）
0.053 -0.01
金融ダミー
（銀行、損保、生保、証券、その他金融業＝１）
0.154* 0.019
製造ダミー（製造業＝1） 0.105* 0.018
役職ダミー（役職なし＝1、係長主任クラス＝2、
課長クラス＝3、部長クラス以上＝4）
0.202** 0.447**
異動回数 -0.011 0.037
転勤ダミー（転勤経験あり＝1） 0.078 0.09†
転職ダミー（転職経験あり＝1） -0.089† 0.054
専門・技術ダミー（専門・技術職＝1） 0.086 0.038
管理（企画）ダミー（管理（企画）職＝1） 0.065 0.119*
営業・販売ダミー（営業・販売職＝1） -0.027 0.031
転勤期間の上限（示されている＝1） -0.12* -0.063
転勤期間の目安（示されている＝1） -0.011 0.033
【制度】転勤を回避できる（制度あり＝1） 0.099* -0.017
【制度】希望の自己申告（制度あり＝1） 0.064 -0.012
【制度】社内公募・FA（制度あり＝1） 0.088† 0.033
【制度】転勤範囲の制限（制度あり＝1） 0.118* 0.07
【制度】一定年齢以上で免除（制度あり＝1） -0.066 -0.053
転勤の決定権 0.019 -0.052
内示期間 0.016 -0.013
転勤期間目安 -0.079 0.016
頻度×場所×時間 0.063 0.063
R2乗 0.218 0.269
調整済みR2乗 0.172 0.226
F値 4.766** 6.288**
†p＜.1, *p＜.05, **p＜.01
統制・独立変数（x）
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第６章 考察 
 本研究においては、個人のライフスタイルやキャリア観に即した転勤施策を検討するた
めに、RQ1で「転勤許容度」を概念化しその規定要因を明らかにすること、また、RQ2に転
勤施策がキャリア不安に与える影響を転勤許容度が調整するというモデルを置くことで、
個々人のキャリア形成に好影響を与える人事施策を見出すことを目的とし、分析を進めて
きた。 
転勤許容度の尺度化では、転勤と関連する「頻度」「場所」「時間」の受容度合いを測定し、
それら 3 つの項目と、それぞれ掛け合わせたもの「頻度×場所」「頻度×時間」「場所×時
間」「頻度×場所×時間」合計 7通りの転勤許容度を示した。世代間において、転勤許容度
自体に有意差は認められなかったが、転勤許容度の高低の要因を明らかにすることができ
た。仮説①では、転勤許容度は年齢別にプロットすると U字型を描くと推定していたが、実
際には U字型ではなく、右肩下がりの傾向となった。これは、ライフイベントがひと段落し
たところで、転勤許容度が上がることを予想していたが、実際には若いうちにキャリア形成
に尽力し、会社生活の後半（50 代）にライフイベントを重視したい状況にあることが示さ
れた。これは会社の中で 40代になるとメインプレイヤーとして責任の大きい仕事を持つに
つれて、仕事が面白くなったり、功利的コミットメントが強い状況（辞めることが損失にな
る）にあるため、個々人のライフサイクルが転勤許容度を押し下げる効果以上に転勤許容度
のスコアが高くなるのかもしれない。また仮説②では、入社時に持っている転勤意向は、年
代によって差があることを予想していたが、実際には差がなく仮説は支持されなかった。こ
れらの転勤許容度を規定する要因について考察を加える。また、仮説③～⑥では、転勤施策
がキャリア不安に与える影響及び転勤許容度がその影響を調整するというモデルを置き、
企業のどのような転勤施策がキャリア形成に影響を与えるのかを検証した。過去の松原
（2016）や武石（2017）の研究では、転勤に関する人事施策の要望やその有無を確認してい
るが、その施策が何に影響があるのかを解明することができた。 
 
６．１ 転勤許容度の尺度化 
（１）異動と役職 
転勤許容度を尺度化して従属変数とした 7 つのモデルでは、全体として①年齢が低いほ
ど、②役職が高いほど、③異動回数が多いほど転勤許容度が高くなる傾向にあった。これは、
異動を繰り返し、昇進することで、企業が転勤に対する抵抗感を低減させていることを表し
ている。反対に年齢が高まるにつれて生じるライフサイクルの効果（転勤許容度に負）以上
に異動と昇進によって転勤許容度を高めていることを示唆している。平野・内田・鈴木
(2008)らは、異動前後の仕事内容の違いの程度により連続的異動と非連続的異動とに分け、
その断絶の大きさによって対象者が能力を蓄えていくことを１社の事例から示しており、
異動がキャリア構築に有効な方法であると主張している。本研究は、平野・内田・鈴木（2008）
が主張するような異動による能力開発の以前に企業が従業員に転勤を受容しやすくするよ
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うな意識づけをしていることを示しているのかもしれない。 
より大きな視点で言えば、転勤許容度を用いることで従来の日本的経営の仕組みがより
説得的に論じられる可能性を示している。日本的経営は，企業が雇用を保証する代わりに従
業員が企業の人事権による転勤を受容する交換関係（八代, 2011）であった。これまでの先
行研究では、情緒的コミットメント（花田・関本, 1995）、心理的契約（服部, 2009）など
をはじめとする従業員の「態度」が日本的経営を下支えしてきたと説明される。日本的経営
が生み出す態度の形成の背景には、個々人のライフサイクルの変化に伴う転勤許容度の低
下以上に企業が転居を伴わない異動や昇進を通じての転勤許容度を高め、そのことが来る
べき異動（転勤）の受容につながり、態度が形成されるものと考えられる。すなわち、今ま
で考えられていた日本的経営→態度の形成（情緒的コミットメント／心理的契約等）→職務
遂行→企業特殊的熟練の形成という図式は、単純化されており、厳密には人事制度→転勤許
容度の上昇→異動の受容→態度の形成→職務遂行→企業特殊的熟練の形成、である可能性
があり、転勤許容度によりこれまでの日本的経営が駆動するメカニズムをより明らかにし
たと言える。 
 
図 13 日本的経営のメカニズム 
 
 
また今野（2017）は、「変革の必要性」と「変革の波及性」の観点から転勤問題の現状を
確認することが重要であると指摘しており、本研究によって明らかになった転勤許容度は
これら「変革の必要性」を検討するための尺度の一つとなり得るかもしれない。今野は、転
勤の評価について、転勤の人材育成機能に対する評価個人側・企業側ともに高いとしつつも、
個人側の課題として、個人の生活上の理由やキャリアの希望を配慮しない点、また企業側の
課題として、これまでの転勤管理に対応できない・人材確保困難であることを挙げている。
この課題に対し、転勤許容度は各個人がもつライフスタイルやキャリア形成といった事情
を許容できるレベルを示していることから「変革の必要性」を包括的に理解することが可能
であると考える。 
 
（２）ライフスタイル別・キャリア観別 
 異動と昇進を繰り返すことでライフサイクルの事情以上に転勤許容度を高めることがわ
かったが、果たしてライフサイクルの事情を鑑みずに企業は企業側の事情で転勤を繰り返
して良いのだろうか。人材が多様化し、それぞれのライフスタイルや価値観が違い、企業の
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転勤命令に対応することが難しくなる社員が増加していることが本研究の出発点であるこ
とを踏まえると今一度立ち止まって考える必要がある。また、若林（2006）は、中後期の組
織内キャリア発達は、仕事・個人・家庭間での交換関係の諸要因にどれだけ恵まれるかによ
って規定されると指摘しており、仕事・個人・家庭、それぞれの重みの違いはあるにせよ、
高度なキャリア発達を促すためにも企業が個人の事情を鑑みる必要がある。 
 本研究では、転勤許容度の規定要因について重回帰分析を行ってきたが、配偶者の有無で
は、配偶者がいる場合の方がいない場合に比べ、有意に転勤許容度が低い。これを踏まえ転
勤許容度をライフスタイル別に結果を確認したところ、配偶者の状況によっても転勤許容
度に差が生じていることが明らかになった。配偶者がいる場合で配偶者の職業が、無職（主
婦など）→その他（非正規、パートタイムなど）→正社員の順で転勤許容度の平均値が低い。
このことは、共働きの中でも配偶者が「正社員」であると転勤しづらくなることを表してお
り、例えば今後女性の就労が進み、正社員の妻が増加することで転勤を受け入れにくくなる
ことを示唆している。 
 また今回のアンケートの中で転勤許容度の規定要因の一因を探るべくライフステージ別
の転勤意向とその理由を測定した。回答者全員に対し、20代・30代・40代・50代以降の年
代別の転勤意向を測定し、その理由を仕事上の理由及び私生活上の理由で細分化して確認
している。本質問は、年齢がその年代に達していない場合には、それぞれの年代を想定して
回答してもらうこととしており、すでに年齢を経験している場合には、自身の経験と照らし
合わせて回答してもらうこととした。この結果、どの世代も 20 代、30 代はキャリア形成、
40代、50代は結婚・恋人・子育てなどを理由として「転勤すべき」～「転勤すべきではな
い」を考えていることが分かった。このことは、年齢が上がるにつれ転勤許容度が下がる理
由として、年齢とともに仕事から私生活へ力点をシフトしていることを表していると言え
るだろう。 
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表 23 ライフステージ別の転勤意向理由 
 
 
 
６．２ 転勤施策とキャリア不安の関係 
 次に転勤施策がキャリア不安に与える影響及び転勤許容度がその影響を調整するという
モデルを置き、企業のどのような転勤施策がキャリア形成に影響を与えるのかを検証した。
10%水準ではあるが、転勤の上限を提示することと許容度の交互作用効果がキャリア不安に
正の影響を与えていることが判明したほか、キャリア不安を軽減させる施策は 2 個見出さ
れた。 
まず企業の転勤施策等を独立変数、キャリア不安を従属変数として重回帰分析を行った。
企業が有する転勤に関する施策や転勤期間の上限や目安の提示などを分析したところ、転
勤の希望に関する自己申告の制度（p＜.1）・社内公募制度や社内 FA制度等社員自ら手を挙
げて異動を希望する制度」（p＜.1）において有意に負の影響が確認された。また転勤の決定
権が会社にあるほど、キャリア不安が高まる（p＜.05）ことがわった。これらのことから仮
説③個人の意向を反映する制度がキャリア不安を低減させるについては仮説が支持された
と言える。実際に、転勤の希望に関する自己申告の制度や社内公募制度や社内 FA制度等社
員など自ら手を挙げて異動を希望する制度などの導入率が 90％前後と高い損害保険や生命
保険のキャリア不安の平均値は他の業界に比べ低いこともわかっている。このことは、松原
（2016）の調査において、異動や転勤の人事施策の要望における最も多い回答「転勤に社員
の希望（時期、場所、期間など）を反映させる」の結果と関連していることが窺える。また、
キャリア形成において、金井（2010）は、シャインの学説を用い、節目ではキャリア・アン
回答者年代
昇進・
金銭的報酬
キャリア形成
・能力開発
その他 親等の介護
子供の教育
・受験
結婚・恋人
出産・育児
・妊活
自身の
健康面
その他
20代 36.8% 57.9% 22.8% 21.1% 12.3% 10.5% 8.8% 10.5% 8.8%
30代 29.3% 78.2% 18.4% 16.1% 10.3% 9.8% 6.9% 5.2% 7.5%
40代 15.1% 80.8% 11.6% 7.5% 2.1% 0.7% 1.4% 0.7% 6.2%
50代 34.7% 77.6% 14.3% 10.2% 8.2% 4.1% 2.0% 4.1% 4.1%
合計 26.1% 76.3% 16.2% 13.1% 7.5% 6.1% 4.7% 4.2% 6.8%
20代 31.6% 50.9% 17.5% 19.3% 19.3% 15.8% 8.8% 7.0% 8.8%
30代 25.9% 54.0% 16.7% 27.6% 36.8% 27.0% 10.3% 6.3% 6.9%
40代 17.8% 68.5% 8.9% 13.0% 20.5% 17.8% 1.4% 2.1% 7.5%
50代 40.8% 73.5% 8.2% 14.3% 8.2% 8.2% 0.0% 0.0% 6.1%
合計 25.6% 60.8% 13.1% 20.0% 25.6% 20.2% 5.9% 4.2% 7.3%
20代 24.6% 31.6% 14.0% 17.5% 19.3% 36.8% 17.5% 12.3% 7.0%
30代 20.7% 27.6% 9.2% 11.5% 27.0% 62.1% 26.4% 13.8% 8.6%
40代 15.8% 28.1% 8.9% 4.8% 17.8% 52.7% 25.3% 13.7% 13.0%
50代 30.6% 38.8% 14.3% 4.1% 8.2% 36.7% 10.2% 4.1% 12.2%
合計 20.7% 29.6% 10.3% 9.2% 20.7% 52.6% 23.0% 12.4% 10.3%
20代 26.3% 15.8% 10.5% 10.5% 8.8% 28.1% 33.3% 28.1% 10.5%
30代 13.8% 22.4% 10.3% 8.0% 12.6% 40.2% 50.6% 33.3% 14.4%
40代 12.3% 17.8% 8.2% 2.7% 5.5% 34.2% 58.2% 30.1% 15.8%
50代 12.2% 18.4% 14.3% 4.1% 2.0% 24.5% 44.9% 34.7% 24.5%
合計 14.8% 19.5% 10.1% 6.1% 8.5% 34.7% 50.2% 31.7% 15.5%
仕事上の理由 私生活上の理由
20代
30代
40代
50代
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カーなど自分の長期的な拠り所を診断し、それに基づいてキャリアをデザインすることが
大切であるとし、各人の節目でキャリアをコントロールできることはキャリア形成におい
ても重要なことと考えられる。 
仮説④転勤場所を制限することはキャリア不安を低減させる、仮説⑤期間を明示するこ
とはキャリア不安を低減させるについては、仮説は支持されなかった。従業員本人の意見を
反映する制度の導入は、本人の希望を聞くだけでなく、キャリア不安の低減につなげること
が可能である。さらにこれらの制度は、会社との関係を向上させていることも結果として明
らかになった。転勤の希望に関する自己申告の制度や社内公募制度や社内 FA制度等、社員
自ら手を挙げて異動を希望する制度を独立変数とし会社との関係を従属変数とした重回帰
分析の結果ではこれらの制度があることで、会社への愛着を感じていたり、今の会社に長く
働きたいと思うことが明らかになっている。佐藤（2014）が組織からの支援を感じる（POS 
が高まる）と、従業員は組織への恩返しとして組織の目的達成のために貢献しようとさらな
る努力をするようになると論じているように、キャリア不安の低減につながる施策と会社
との関係向上は相関していることも明らかになった。 
仮説⑥-1 個人の意向を反映する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調整
する、仮説⑥-2 転勤場所を制限する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調
整する、仮説⑥-3 期間を明示する制度のキャリア不安に対する影響を転勤許容度が調整
するについては、「期間の上限を提示する」のみ転勤許容度自体の調整効果は見られた。転
勤の上限を示され、かつ許容度が高いとキャリア不安が高まるという結果となり、これは、
転勤の許容度が高く、いつでもどこでもどのような期間でも転勤可能な状態が特徴だから
こそ、いざ上限を示されるとその期間で成果を上げなければならないから不安になるとい
ったことが考えられる。あるいは，転勤の上限が決まっているということは、転勤先の仕事
の予測が立つという点で不確実性が低く、転勤許容度の高い人にとって成長可能性が小さ
いと捉えられ、キャリア不安に結びつく可能性があるのだろう。 
 
図 14 研究の枠組みの再確認 
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最後に、転勤許容度の尺度とその規定要因及び人事施策がキャリア形成に与える影響を
鑑み、今後の転勤の在り方について言及したい。今回の研究から次の 2点が明確になった。
まず第 1は転勤時期の重みづけである。年齢と転勤許容度の関係が示した通り、転勤許容度
は年齢とともに下がっていくため、企業は転勤が必要な場合、年齢が若いうちに転勤を行い、
年齢が上がるにつれ転勤を減らしていくことが望ましいと考えられる。先に述べたように、
転勤許容度には配偶者の有無が影響していること、またライフステージ別の転勤意向の中
でも、20代、30代にはキャリア形成を理由に転勤を受け入れていることから、結婚前の段
階（20 代が想定）において転勤を行うことで従業員のキャリア形成にも従業員の意向にも
好影響につながることが想定される。 
第 2 は従業員本人のためのキャリア形成における転勤運用の在り方である。本研究の調
査において、キャリア不安の低減に影響を与える人事施策として、転勤の希望に関する自己
申告の制度や社内公募制度や社内 FA制度等社員自ら手を挙げて異動を希望する制度が有効
であることが明らかになった。また人事異動の決定権が会社にあるほどキャリアの不安が
増すこともわかった。これは、転勤そのものを否定するのではなく、個人の事情とキャリア
形成に寄り添った人事施策の展開を行うことで、節目節目でキャリアをデザインすること
が可能となり、キャリア形成にプラスに影響することを意味するだろう。選抜と育成の論理
(八代, 2011)が示すように、優秀層や特定の従業員には企業が意図を持って時として転勤
を伴う異動を強いること場面も生じうるが、意向を確認することが従業員の不安を低減し、
組織へのコミットメントが高まり結果として企業側も良い貢献が得られることが想定され
る。 
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第７章 終わりに 
７．１ 理論的意義と実践的示唆 
 本研究では、「転勤」に着目して個々人が持つライフスタイルやキャリア観の背景を探り
ながら転勤許容度という尺度開発を行った。本研究が既存研究にわずかながらでも理論的
貢献を果たすこと、また実践的示唆を与えることができるとするならば、次の項目が挙げら
れるだろう。 
 第 1に先行研究において、転勤の実態があまり明らかになっていない中、ライフスタイル
やキャリア観といった個人がもつそれぞれの背景とともに転勤許容度を示したことだろう。
転勤を構成する 3つの要素「頻度」「場所」「時間」を中心に転勤許容度を尺度化したことで
現在の研究における転勤の状況把握以外に、尺度の度合いとキャリア観や人事施策の関係
を探ることが可能となったと考える。また、転勤許容度が明らかになったことで、これまで
捉えられてきた日本的経営のメカニズムをより分解して捉えることが可能となる。転勤許
容度の規定要因として過去の異動回数が挙げられたが、これまでの日本的経営→態度の形
成→職務遂行→企業特殊熟練の形成といったメカニズムを、人事制度→転勤許容度の上昇
→異動の受容態度の形成→職務遂行→企業特殊熟練の形成→としてより具体的にしたと言
えるだろう。 
第 2 に転勤に関する制度とキャリア不安との関連を導き出したことが挙げられる。転勤
施策の検討に向けた研究の中では制度の有無の実態調査は行っているが、制度の有無がキ
ャリア形成に与える影響などは調査されていない。今回は制度があった方が良いという議
論ではなく、制度があることで実際にキャリア不安を低減させる実証ができたと言えるだ
ろう。松原(2016)は、今後人材が多様化するなかで、どのような施策が転勤を運用していく
うえで有効であり効果があるのかと問題提起している。今回の研究において、具体的な施策
がキャリア不安を低減することや、会社との関係を向上することが判明したことにより転
勤施策に関する研究の幅を広げたと言える。 
第 3 にキャリア形成に影響を及ぼす施策が明らかになったことで、企業において施策の
導入及び運用における手がかりになるかもしれない点である。キャリア不安や会社との関
係との関係における効果を踏まえた上で、制度を導入していない企業は導入し、制度がある
企業は運用の優先度合いを検討する足掛かりとなったと言える。 
 
７．２ 本研究の限界と今後の課題 
本研究では転勤許容度とその規定要因を明らかにし、キャリア形成に影響を及ぼす影響
を検討してきたが、課題も多く存在する。最後に 本研究の限界と今後検討されるべきいく
つかの課題について指摘する。 
第 1 に、調査設計上の問題としてのサンプル・バイアスである。調査対象者のうち、半
数は筆者のネットワーク、半数が WEB調査であった。業種を絞らず収集したものの、筆者が
損害保険会社勤務ということもあり業種の偏りは否めない。また今回は従業員規模別にも
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調査しているが、拠点の数なども転勤には大きく影響することから得られた結果を一般化
することには注意が必要である。第 2 に、転勤許容度の尺度の妥当性である。転勤許容度
の尺度自体が存在しないため今回すべての結果を掲載しているが、「頻度」以外では有意な
差がみられなかった。このため転勤許容度を従属変数とした分析結果の解釈には慎重な解
釈が求められる。 
転勤許容度を用いることで、年代やバックグラウンド別の傾向が見えたものの、同時にラ
イフスタイルやキャリア観によって個々人で転勤許容度が違うことが明らかになった。ま
た、今回、転勤の意向を聞き入れる制度など従業員に寄り添った施策がキャリア不安低減に
有効かつ求められているということが明らかになった。今後検討されるべき課題として、不
安の低減だけではなく、個々人に寄り添った転勤施策とその効果を明らかにしていく必要
がある。個々人に寄り添うことで運用上のハードルが存在するため、人事制度そのものの変
革についても検討が必要になる。 
上記に述べたとおり、本研究は多くの課題を残しているが、この論文が経営学の領域にお
いて僅かながらでも貢献につながる研究成果であることを期して結びとしたい。  
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補論 転勤内容の実態 
今までの転勤のうち、赴任前職場と赴任先職場において最も遠距離だった転勤について
確認した。最も遠距離だった転勤時の年齢の平均値は 31.282、標準偏差は 6.393、中央値は
30、最小値は 22、最大値は 56であった。 
 
表 24 企業別遠距離転勤時の年齢 
 
 
またその転勤時の家族構成を確認したところ、独身が 41.6％（102 名）、配偶者のみが
21.2％（52 名）、配偶者と子が 37.1％（91名）であった。 
 
 
 
N 平均値 標準偏差 中央値 最小値 最大値
全体 245 31.282 6.393 30.000 22 56
<性別>
男性 181 31.812 6.583 30.000 22 56
女性 64 29.781 5.602 29.500 22 48
合計 245 31.282 6.393 30.000 22 56
<業種別>
建設 16 29.625 7.302 27.500 22 48
製造 44 31.886 6.976 30.500 22 56
情報通信業 13 29.846 8.255 27.000 22 50
運輸 7 30.000 7.118 28.000 24 45
卸売 9 31.556 5.480 30.000 23 41
小売 2 31.000 4.243 31.000 28 34
銀行 19 32.053 6.527 30.000 23 49
損保 86 30.953 5.804 29.500 22 50
生保 13 32.231 7.474 32.000 23 49
その他金融 4 29.250 5.909 28.500 23 37
不動産 1 32.000 32.000 32 32
飲食店宿泊業 1 39.000 39.000 39 39
医療福祉 4 30.250 1.258 30.000 29 32
ビル管理警備 1 36.000 36.000 36 36
その他サービス 12 34.667 5.710 32.500 28 49
非営利 2 39.000 12.728 39.000 30 48
その他 11 28.545 4.413 29.000 22 35
合計 245 31.282 6.393 30.000 22 56
<従業員数別>
301名-1,000名 22 29.864 7.344 28.000 22 49
1,001名－5,000名 51 30.627 6.328 30.000 22 56
5,000名以上 172 31.657 6.281 30.000 22 50
合計 245 31.282 6.393 30.000 22 56
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 時間的距離を確認したところ、241分以上が最も多く 48.6％（119名）次いで 181分～240
分が 21.6％（53 名）であった。 
表 25 最も遠距離だった転勤間の時間的距離 
 
 
 
 
 
 
 
またその転勤の赴任期間を確認したところ、1年超 2年以内及び 2年超 3年以内が最も多
くそれぞれ 21.2％（52名）であった。 
 
表 26 最も遠距離だった転勤後の赴任期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そしてその転勤時の仕事上の変化について確認したところ、以下の表のとおりとなった。 
 
表 27 最も遠距離だった転勤時の仕事上の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
1.管理職の昇進を
伴った
2．部下ができた
3．職種が
変化した
4．職域が
広がった
5．金銭的な
処遇が変化した
1～5のような
変化はなかった
N 170 69 40 41 29 147
％ 69.7% 28.3% 16.4% 16.8% 11.9% 60.0%
N 有効パーセンテージ
0分-60分 7 2.9%
61分-120分 24 9.8%
121分-180分 42 17.1%
181分-240分 53 21.6%
241分以上 119 48.6%
合計 245 100.0%
N 有効パーセンテージ
1年以内 19 7.8%
1年超2年以内 52 21.2%
2年超3年以内 52 21.2%
3年超4年以内 44 18.0%
4年超5年以内 31 12.7%
5年超 47 19.2%
合計 245 100.0%
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付録 観測変数の質問項目 
1．性別をお答えください。 
2．年齢をお答えください。 
3．最終学歴をお答えください。※現在在学中の方は、「その他」をお選びください。                   
4．現在所属する企業の業種をお答えください。 
5．現在所属する企業の、おおよその従業員数(正社員）をお答えください。 
6．現在所属する企業の事業所の所在をお答えください。 
7．現在のあなたの役職をお答えください。 
8．あなたの職種をお答えください。 
9．あなたは、総合職ですか？ 
10．現在の会社に入社した入社年度を西暦でお答えください。 
11．過去に転職を経験していますか？経験している場合は回数についてもお答えください。 
12．あなたの家族についてお答えください。まずは、配偶者についてお答えください。 
13．家族構成のうち、子供の人数についてお答えください。 
14．子どもがいる場合、末子の年齢をお答えください。 
15．あなたの両親の、現在の状況についてお答えください。 
16．15 の質問で「2．同居していない」を回答した方にお尋ねします。 
あなたの両親の住まいまでのおおよその所要時間をお答えください。（最もよく使う交
通手段を思い浮かべて回答してください。例：車で 15分の場合→～30分を選択。新幹
線と電車で 70分の場合→61 分～120分を選択）" 
17．配偶者がいる方へ質問します。配偶者がいない場合は質問 No.19に進んでください。配
偶者の両親の、現在の状況についてお答えください。 
18．17 の質問で「2．同居していない」を回答した方にお尋ねします。 
配偶者の両親の住まいまでのおおよその所要時間をお答えください。（最もよく使う交
通手段を思い浮かべて回答してください。例：車で 15分の場合→～30分を選択。新幹
線と電車で 70分の場合→61 分～120分を選択）" 
19．家族の介護についてお尋ねします。 
日常的に介護を必要とする方はいますか。 
あてはまるものすべてに〇をつけてください。 
20．持ち家があるかお答えください。 
21．今までの異動回数をお答えください。※転職している人は通算で回答してください。こ
こでいう異動とは，正式な人事発令を伴う所属部署（課）や仕事内容の変更を指します
（ただし，部署の機構変更に伴う単なる名称変更は回数に含めません）。 
また、新入社員の時の配属は異動回数に含めません。 
22．（21 の質問で「1回」と回答した方は質問 No.28へ進んでください。）今までの異動のう
ち、転居を伴う異動（転勤）の回数をお答えください。※新入社員の時の配属は異動に
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含めません。転職している人は通算で回答してください。また転職時に転居を伴った方
は転職も回数に含めてください。（数字のみ） 
23．今までの転勤のうち赴任前職場と赴任先職場において最も遠距離だった転勤について
お尋ねします。その転勤発令時の年齢は何歳でしたか？※転職している人は今の会社
に限らず、過去の企業も含めた転勤経験でお答えください。 
24．その転勤発令時の家族構成はどのような状況でしたか？ 
25．その転勤の時間的移動距離はどれくらいでしたか？ 
26．その転勤の赴任期間はどれくらいでしたか？ 
27．その転勤時にあてはまる仕事上の変化についてあてはまるものすべてを選択してくだ
さい。 
28．所属する企業では、次の項目をどの程度重視していますか。 
雇用の安定 
人材育成・教育訓練の強化 
ワーク・ライフ・バランスの推進 
29．あなたの所属する企業の正社員（非管理職＝一般社員）の基本給の決定要素について、
最も近いものをお答えください。（ひとつだけ）※複数の要素により決定している場合
は、最も基本給に占めるウエイトの大きい要素をお答えください。 
30．次のうち人事異動に関する制度について、所属する企業にあるものをすべて選択してく
ださい。 
31．転勤施策について、自分の企業の制度の有無にかかわらず、一番必要だと思うものをお
答えください。（１つのみ） 
32．転勤発令時の会社からの転勤期間の提示についてあてはまるものすべてを選択してく
ださい。 
33．あなた自身の日本国内における転勤範囲についてお答えください。 
34．あなた自身の海外転勤についてお答えください。 
35．転勤の決定権についてお答えください。 
36．あなたの会社では「転勤」が管理職への昇格の要件ですか？ 
37．あなたの会社の内示から転勤までの期間はおおよそどれくらいですか？ 
38．あなたの会社の転勤期間の目安をお答えください。（目安がある企業はその期間、目安
がない企業はあなたが感じているおおよその転勤期間で構いません） 
39．転勤発令時に伝えられる転勤場所以外の内容について、あてはまるものすべてを選択し
てください。 
40．あなたにとって望ましい転勤頻度はどれくらいですか？ 
41．あなたの希望する転勤場所についてお答えください。 
42．転居を伴う転勤を命ぜられた場合、現在居住している場所からの時間的距離はどれくら
いが望ましいですか？ 
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43．今のあなたが次回転居を伴う転勤を命ぜられる場合、何について企業に一番考慮して欲
しいですか。 
44．質問 No.43を選択した理由について、あてはまるものすべてを選択してください。 
45．あなたが入社時に考えていた転勤に関する意向をお答えください。 
46．各世代における各世代における転勤についてあなたの考えをお答えください。 
20代、30代、40 代、50代以降 
47．質問 No.46の理由をお答えください。複数ある場合には当てはまるものすべてを選択し
てください。 
20代、30代、40 代、50代以降 
48．あなたは今後どの程度転勤したいとお考えですか。 
49．次回の転勤についてどの程度知りたいですか？ 
転勤の時期（タイミング）、転勤の期間、転勤の場所 
50．職業生活設計についてあなたの考え方をお答えください。 
51．以下の項目につき自身の価値観に近いものを選択してください。 
現在の会社に愛着を感じている。 
この会社でできるだけ長く働きたいと思う。 
キャリアにおける価値観として将来ジェネラルマネージャーとして昇進していきたい。
待遇や条件が言われていることと実際とで違うのではないかと感じる。 
会社の社風や経営スタイルが自分に合わないのではないかと感じる。 
（キャリアにおいて）何を基準に選択すべきかが自分でもわかっていないのではない
かと感じる。 
今までの自分の経験が活かせないのではないかと感じる。 
今現在、自分のキャリア（具体的な職務経歴だけでなく、人生において働くということ
や、将来の仕事生活のイメージを含む）について不安を感じる。 
52．将来、どのポジションまでキャリアアップしたいですか？ 
53．これまでの職業生活を総合的に考えて，あなたの満足度をお答えください。 
54．質問 No.53で回答した理由をお答えください。 
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